
Ⅰ．障害者雇用・就労政策の目指すべき方向 
 
Ⅱ．一般雇用・就業でどこまで対応できるのか？ 
１．障害者雇用は本当に増えているのだろうか？ 
２．障害者雇用促進に向けた諸方策 
 
Ⅲ．福祉的就労分野での就労内容の向上方策 
１．長期的な就労所得補填制度の導入 
２．最低賃金の減額特例 
３．労働法、社会保険法の部分適用 
４．工賃水準の向上など 
 
Ⅳ．福祉政策と労働政策の一体的展開 
１．障害者に対する「職業リハ」の統一的整理 
２．スタッフの処遇改善 
３．地域レベルの関係施設・機関の連携のあり方 

目次 

長期的就労所得
補填制度の導入

を長期的課題とし
つつ、当面は最低
賃金の減額特例
の拡大などにより、
福祉的就労分野
での就労内容の
向上を図ることが
適切と筆者は考
える。 
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Ⅲ．福祉的就労分野での就労内容の向上方策 
１．長期的就労所得補填制度 
 
(1)福祉的就労利用者の平均月額工賃は１万３千円台と大変低い。 
 
(2)障害は本人の責任で生じたものではない。それを理由に「労働する権利」

が損なわれるのはおかしい。障害者も、「ディーセント・ワーク」が保障される
べきである。 
 
(3)しかし、「合理的配慮」がなされた上で、当人の労働能力、労働（価値）生  

 産性が「適正に」評価され、その上で、労働（価値）生産性が最低賃金を下
回った場合、労働生産性と最賃差額を「個別の」事業主に負担させることは
無理である。 
 
(4)したがって、公的制度による「就労所得補填」（事業主ないし障害者個人

への補助）ないし障害年金のアップ等による障害者の所得水準の向上が検
討されるべきである。 
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就労所得補填の実施に当っての検討課題 
 
１）障害者の就業能力の的確な評価 
 
２）就労所得補填の対象者の特定 
 
３）財政負担の軽減方策（事務負担の軽減、 
 モラルハザード防止策等） 
 〇障害者および雇用事業主が既存の能力認定に甘んじる 
  ことなく、職業能力の向上に努めるインセンティブを持ち得る 
  仕組みの設定 
 〇丁寧なコスト・ベネフィット分析の必要 
 
（※）西欧諸国の制度設計を踏まえると、就労所得補填適用者 
 には障害年金を一時停止するのが自然ではないか？ 
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1) 障害者の就業能力評価 
〇フランス 

CDAPH（県障害者権利自立委員会）が、就労を含めた障害者の置かれた様々な側面
での能力低下率を判定し、障害者にいろいろな助成金、サービスを受ける権利を付与。 

〇デンマーク 
全自治体に各分野の専門家からなる「リハビリテーションチーム」を設置し、障害年金
受給可能性が高い18歳～40歳の障害者に対し、その就業能力を様々な視点から評価
する「リソース・プロセス」を提供。 

〇イギリス 
2007年成立の福祉改革法により、従来の「個人能力評価」から「就労能力評価」と呼ば
れる評価方式に変わった。「できないこと」から「できること」を重視し、就労能力の制約
評価、就労関連活動の制約評価、就労に焦点を置いた健康関連評価が行われている。 

〇アメリカ 
障害保険給付における障害認定は、５つの段階を経る。第1段階は給付申請者の就労
状況判断で、一定額以上の収入があると、医学的状態に関わらず障害者と認められな
い。第2段階は機能障害の認定で、機能障害が労働の基本的活動を妨げる深刻なもの
でなければならない。第3段階で、申請者の機能障害と、社会保障庁のリストにある機
能障害の種類及び程度とを照合。第4段階は過去に従事していた仕事遂行が可能かど
うかを、身体的残存能力と精神的残存能力で判断。第5段階は他の種類の仕事ができ
るかどうかの検討。 

◎ 日本においても、医療専門家と労働市場専門家との協力による障害者の就労能力   
   評価システムの構築を真剣に考える必要がある。 
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2) 就労所得補填の対象者 
 

◎海外の長期的就労所得補填実施国の状況 
 ①英国、スウェーデン 

「保護雇用」（sheltered employment）内に限定し（英国はレンプロイ公社での

保護雇用下にありながら一般企業で就労する「インターワーク」を含む）、民
間企業への雇用助成は期間限定。 

 ②フランス、オランダ 
保護雇用での就労所得の補填と一般労働市場での雇用を促進するような 
就労所得補填制度を併用 

 ③デンマーク(Flex-job)、アイルランド（Employment Support Scheme） 

一般労働市場での就労を中心とした就労所得補填制度（障害年金以外に、
保護雇用に対する就労所得補填はない）。 

◎日本に導入する場合は、②または③すなわち一般労働市場での雇用を促  
  進するメカニズムを含む賃金補填制度が望ましい。 
◎対象者は、就業能力が「～以上、～以下の者」と設定する必要があるが、 
  この上限、下限をどこに、何を根拠に設定するか(就労インセンティブ増加を 
  期待する制度とするならば、制度発足時は最低賃金の5－7割稼得できる者   
  に対象を限定すべきと、筆者は考えている）。 
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(参考）デンマークのフレックスジョブ 
〇1998年に導入。 
 
〇職業リハビリテーションサービス（最大5年）を受けても通常の就労条件で
は職を得られない、65歳未満の永続的で重度な障害者（「特殊な社会問題
を抱える者」を含む。）が対象。 
 

〇使用者、障害者本人、自治体の三者合意に基づき、公的負担による所得
補填を提供しながら、その個人状況に合わせた柔軟な就労条件（短時間就
労、調整された就労条件、限定された職務要件等）で仕事を提供。 
 
〇2011年で約5.3万人（全就業者の約2％）が就労。約6割が民間部門で、約
4割が公的部門で就業。 
 
〇個人収入： 一般就労＞フレックス・ジョブ 
                  ＞フレックス失業給付＞障害年金 
   → 日本でも、一般就労＞就労所得補填を受けての就労 
    （障害年金停止）＞賃金補填なしでの就業（障害年金受給） 
    の関係構築により、左方（一般就労に近い方向）選択を促進する必要 
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デンマークでのフレックス・ジョブと障害年金の見直し 
 （2013.1．1～） 

１．フレックスジョブ 

 〇 使用者は実質労働時間に相当する賃金を支払う。 

 〇 補助金は事業主にではなく、障害者個人への支給

に変更され、労働能力が最も低い者に最大の補助金
を支給。 

 〇 40歳未満の者は、1回措置は最高5年の期間制限。 

 

２．障害年金 

 〇 40歳未満の障害者は、統合的な保健・福祉・雇用サ
ービスを受け、年金は原則不支給に。 
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３）就労所得補填、社会的支援雇用に対す 
 財政負担試算（コスト・ベネフィット分析） 
〇現在の財政事情では、大きな財政支出負担は難しい。 
〇西欧諸国での制度適用の実態（各国で現在見直しが進展中）調査や 
  幅広い視点からのコスト・ベネフィット試算が必要。 
〇財政負担減少の側面もある － 制度設計を適切にすれば、総計でみた 
                     財政負担額は増加しない。 

①福祉施策費用の減少 
②障害年金額の減少？（就労所得補填対象者に対する 
  障害年金の一時停止？） 

③障害者の就業者数・就業時間数の増加による、生産・消費の増加や税・
社会保険料のアップ 

〇就労インセンティブを高める方策も必要。 
・定期的な就業能力評価の見直し、税と社会保障を連動する 
 「給付付き税額控除」の導入等による、（事業主及び障害者の） 
 モラルハザード防止策 

○財源は、一般会計ないし雇用保険特別会計（最低賃金を下回る労働条件で   
  の障害者の就労を「準失業」とみなす）が適切？  
   ⇒ 障害者関係の就労、福祉関係予算の一体ないし密接連動した運用を！ 
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Ⅲ－３．福祉的就労分野での就労内容の向上方策 
２．最低賃金の減額特例 （最低賃金以外の労働法が適用される。障害年金

と合わせ、一定以上の所得確保） 

（by厚生労働省資料） 
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（by厚生労働省資料） 
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１．そもそも障害は本人の責任ではない。賃金に差をつけるのはおかしい。職業 
能力が低い障害者が最低賃金相当分を賃金として受理できるよう、就労 
所得の補填をすべきである。 
⇒就労所得の補填には検討課題が多く、すぐには実施できない。 

 
２．労働者と認められる形態で就労をしていることを前提とするならば、そうした 

障害者について最賃の減額特例措置を適用すること自体が、正当な理由が
ない差別にあたる。 

⇒長期的に労働（価値）生産性が最低賃金を少しでも下回る者（⇒「労働者
とは認められない」）は労働法の保護を受けられず、障害者雇用の抑制につ
ながりかねない。 

 
３．安易に最低賃金の減額特例を認めると、障害者も事業主（ないし福祉施設運 

営者）も安易に福祉的就労環境に甘んじることになりがちで、一般労働市場
賃金での就労が進まなくなる。 

⇒福祉的就労から最賃額以上を稼ぐ一般市場での本格的就労へ向けた方
策も同時に積極的に実施する。最賃減額特例は本格就労できない者への対
応策であり、また、障害者や事業主が保護雇用に甘んじないような取り組み
も重要である（5割を超えるような減額は望ましくない。） 
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最低賃金減額特例拡大反対論（その１）と講師の意見 
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４．最低賃金の減額特例の実態は、低コストで障害者を安易ないし「あこぎ 

に」使用している使用者が多く、「積極的雇用差別是正措置」になって
いないのではないか。 

⇒①減額幅の改善努力（就労能力向上方策等）と一定期間ごとにおけ
る「能力に応じた賃金」の再評価、②悪質な事業主の取り締まり等の同
時実施が重要。 

 
５．様々な手段（雇用率制度の強化、合理的配慮措置、職業リハビリテー 

ション、ジョブコーチ等）を用いて減額特例措置なしに一般就労を積極
的に進めるべきである。 

⇒一般就労方策の効果に楽観的すぎる。「一般就労（雇用支援Ａ型を
含む）ができない者には労働法の適用なし」は、障害者権利条約の趣
旨（社会への包摂）に反する。 

 
(注）最賃実施国で障害者を対象とした減額特例がある国は、米国、オーストラリア（産業別労使協定）、 

ニュージーランド、ポルトガル、ルクセンブルグ等。特例措置を取っていない国は、英国、フランス、 
スウェーデン（産業別労使協定）等。 

最低賃金減額特例拡大反対論（その２）と講師の意見 
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障害者の最低所得保障 
 

〇障害者の獲得総収入 
＝障害者が労働で稼ぎ出す賃金 
＋報奨金相当額を賃金として支給 
＋就労所得補填額または障害基礎年金（就労所得補填額は 
  障害基礎年金額よりやや高めの水準が適切？） 
＞（一番水準の高い東京都での）生活保護の18歳単身者基準 

 
○税と社会保障を組み合わせる「給付付き税額控除」 

（注）の導入検討。 
 
（注）税額控除と手当の給付を組み合わせた制度。算出された税額
が控除額より多い場合は税額控除、少ない場合は給付を受け
る。） 
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就労所得補填の実施後ないし最低賃金減額特例の適用拡
大後の所得保障（概念図） 

障害年金
ないし就労
所得補填 
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Ⅲ．福祉的就労分野での就労内容の向上方策 
３．労働法、社会保険法の部分適用 
 
（１）   福祉的就労分野の就労者を労働法上の「労働者」ないし「労働者に類する者」と 
   みなして、労働諸法を改正するか法解釈を変更することは難しいとする意見も根強い。 
（２）長期的就労所得補填や最低賃金減額特例の適用拡大によっても、就労能力が相当 
   低く労働法の適用を受けることができない障害者は残り、こうした者向けに生きがいと   
   就労が表裏一体となった「就労」施設の役割は今後も残るであろう。 
（３）多くの欧米諸国においても、生産年齢世代の日中の活動場所は、基本的には、 

一般雇用、保護雇用就業（国によっては一部非雇用形態を含む。）、デイセンターの３
つに分かれる。 

（４）「デイセンター」（日中に介護やレクリエーション的作業を提供する施設）利用者等労 

働法の適用拡大が難しい者に対して、作業中の安全衛生などの労働法及び被用者を
対象とした社会保険法の部分適用を考える必要がある。 

 （※）ドイツ「障害者作業所」就業者・・労働法が適用されないが、「労働者に類する法律 

関係」があるとされ、年金・疾病・介護・労災の各社会保険の加入が義務付けられ、そ
の保険料は国等が負担する。また、作業所経営者と処遇等を交渉する「重度障害者
代表制度」がある。 
  フランスのESAT（労働支援機関・サービス）・・稼得能力の喪失が３分の２以上だが
ESATでの就労可能な者が対象。労働法典ではなく社会福祉・家族法典が適用される
が、保障報酬制度（最低賃金の55％から110％が保障される）、休暇への権利、職業
訓練へのアクセス権等が保障される。 
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労働・社会法の４つの同心円モデル（アラン・シュピオ） 

４つの同心円モデ
ル：社会保障上の
リスクと雇用関係
での依存性を同
一視せず、雇用
労働者、自営業
者、無償労働等
どのような就業形
態を選んだ場合
でも極端な不利
益を受けず、離
職・転職があって
も、職業人として
の地位が維持で
きることをねらっ
た大変刺激的な
問題提起。 

ナショナル・
ミニマム 

社会保険（基本
的部分）を含む。
福祉的就労者
はここに相当？ 
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Ⅲ－４．工賃水準の向上など 
（厚生労働省資料） 
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（厚生労働省資料） 
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一般労働市場と福祉的就労の間の 

多様な就業方式の検討 
 

（例） 

１．自前財源による社会的企業 

 〇 生産性の低い初期段階だけ公的助成を受け、 

  その後は市場での商品・サービス提供からの収入 

  を主体とした自前財源で給与を支払う企業。 

  （※）訓練やガイダンスのための職員給与等への 

    継続的助成は必要。 

 

２．労働者協同組合 
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「障がい者制度改革推進会議総合福祉部会提言 
（障害者総合福祉法の骨格に関する提言）」（2011年8月） 

中々現実化
しない！ 
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就労系事業に関する試行事業（パイロット・スタディ）提言 
 
○「障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会提言」（2011年8月） 
○筆者の考え 
 提言にある事業所類型、すなわち、 
①最低賃金の減額特例を受けている就労継続支援Ａ型事業所 
②最低賃金の1／4以上の工賃を支払っている就労継続支援Ｂ型事業所 
③箕面市等、地方公共団体独自で最低賃金をクリアするための補助制度を 

設け、その下で運営されている事業所の他、新たに起業する事業所等。 
④滋賀県及び札幌市等、地方公共団体独自の制度として障害者と障害のない 
 者がともに働く職場形態となっている事業所。 
だけでなく、○Ａ型への株式会社参入、○Ａ型・Ｂ型・就労移行支援事業の 
混在、○特例子会社と福祉的就労事業所との連携、など、幅広い態様の就労 
系事業（但し、対象事業は10から20か所程度に絞るべきである。）を評価する 
検証事業を、厚生労働省の福祉関係部局、労働関係部局双方が関与する形 
で組んでほしい。 
（※）試行段階における賃金補填への補助をどうするか？ 
 （職員補助＋調査費用に限定すべし） 
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Ⅳ福祉政策と労働政策の一体的展開 
１．障害者に対する「職業リハ」の統一的整理 
 
〇労働行政における職業訓練は基本的に2 年以内とされているし、   
  就労移行支援事業でも訓練期間は原則2 年とされている。 
 
〇社会生活の基礎習慣作り等職業スキル向上以外の時間がより多 

く必要だとしても限度がある。（就労継続支援Ａ型、Ｂ型での）5 

年を超える者の「就労」を訓練と位置付けるのは無理があるの
ではないか。 
（⇒雇用ないしその他の就業と位置付けるべきではないか？） 

 
（参考）北欧諸国での職業リハビリテーションは最大5年。 
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Ⅳ－２．就労・生活支援スタッフの処遇改善 
 
◎障害者支援施設職員の賃金は介護事業労働者と比べても、一段と  
    低い。処遇の改善を急ぐ必要がある。 
 

（※）労働政策審議会障害者雇用分科会意見書（2013．3．14）でも、就労支援   

  の担い手について、①育成と専門性の向上、②処遇やキャリア形成への 

  配慮、の必要性を指摘 

 
（各常勤労働者での比較、年額平均） 
〇介護老人福祉施設の介護福祉士 

393万4千円      (20年調査では、408万6千円） 
『平成23年介護事業経営実態調査』（厚生労働省） 

 
〇新体系/障害者支援施設の生活指導員・生活支援員 

369万5千円    （20年調査では、338万5千円） 
〇新体系/就労継続支援B型事業所の生活指導員・生活支援員 

302万2千円    （20年調査では、２６７万４千円） 
『平成23年障害福祉サービス等経営実態調査』（厚生労働省） 
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Ⅳ－３地域レベルでの職リハ関係施設・機関 
    （連携のあり方） 
 
◎地域レベルでの障害者職業リハビリテーション関係施設・機関が複雑になり過     
     ぎている。 

〇ハローワーク、 
〇地域障害者職業センター 
〇障害者就業・生活支援センター 
〇障害者職業能力開発校 
〇就労移行支援事業者、 
〇特別支援学校、 
〇発達障害者支援センター、 
〇地方公共団体が設置する就労支援機関 
 

◎障害を持つ人が就労しようとした場合、どの施設、窓口に相談するかによって  
    その後のリハビリテーション内容や就労場所が異なることが今でも多い。 
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（by厚生労働省資料） 
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就労移行支援と労働施策の連携 
（by厚生労働省資料） 

就労移行支援事業において、事業者とジョブコーチが連携し、就職後の職場定着支援を中心
に支援を展開 
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おわりに 
 

 2001年の厚生労働省の発足後も、労働行政と
厚生行政の融合は中々進んでいないようである。 

 障害者就労の分野でも、福祉政策と労働政策
の積極的融合に向け、大胆な政策見直しが進む
ことを期待したい。 
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